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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十七条 （核燃料物質の貯蔵施設）（4 / 26） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ーブボックスに収納する設計とす

る。◇5  

(４) 火災及び爆発の防止 

貯蔵施設の設備は，可能な限り不

燃性材料又は難燃性材料を使用する

設計とする。◇6  

(５) 崩壊熱除去 

貯蔵施設は，建屋排気設備等で換

気することにより適切に冷却する。 

◇1  

(６) 貯蔵容量 

貯蔵施設は，必要な容量を有する

設計とする。◇1  

(７) 共用 

再処理施設の粉末缶及び混合酸化

物貯蔵容器は，共用によってＭＯＸ

燃料加工施設の安全性を損なわない

設計とする。◇1  

 

(ハ) 主要設備の仕様 

核燃料物質の貯蔵施設の主要設備

の仕様を(ヘ)に示す。◇2  

 

(ニ) 系統構成及び主要設備 

貯蔵容器一時保管設備の最大貯蔵

能力は 1.2t･ＨＭ，原料ＭＯＸ粉末

缶一時保管設備の最大貯蔵能力は

0.3t･ＨＭ，ウラン貯蔵設備の最大

貯蔵能力は 60t･ＨＭ，ウラン貯蔵

エリアの最大貯蔵能力は 20t･Ｈ

Ｍ，粉末一時保管設備の最大貯蔵能

力は 6.1t･ＨＭ，ペレット一時保管

設備の最大貯蔵能力は 1.7t･ＨＭ，

スクラップ貯蔵設備の最大貯蔵能力

は 10t･ＨＭ，製品ペレット貯蔵設

備の最大貯蔵能力は 6.3t･ＨＭ，燃

料棒貯蔵設備の最大貯蔵能力は

60t･ＨＭ，燃料集合体貯蔵設備の最

大貯蔵能力は 170t･ＨＭ，ウラン輸

送容器一時保管エリアの最大貯蔵能

力は 80t･ＨＭ，燃料棒受入一時保

管エリアの最大貯蔵能力は 15t･Ｈ

Ｍ及び燃料集合体輸送容器一時保管

エリアの最大貯蔵能力は 65t･ＨＭ

である。◇2  
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十七条 （核燃料物質の貯蔵施設）（15 / 26） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ホ) 評価 

(１) 臨界安全 

貯蔵施設の臨界安全管理を要する

機器は，技術的にみて想定されるい

かなる場合でも，添５第５表に示す

取扱単位又は形態，管理方法及び核

的制限値により，単一ユニットとし

て臨界を防止できる。◇4  

また，各単一ユニットは，適切に

配置する設計とするので，複数ユニ

ットとして臨界を防止できる。◇4  

(２) 落下防止等 

貯蔵施設の搬送機器は，逸走を防

止する機構を設けることなどにより

逸走防止又は落下防止ができる。 

◇7  

(３) 閉じ込め 

貯蔵容器一時保管設備は，ＭＯＸ

粉末を混合酸化物貯蔵容器に封入す

る設計とするので，閉じ込め機能を

確保できる。◇5  

また，非密封のＭＯＸを取り扱う

貯蔵施設は，給排気口を除き密閉で

きるグローブボックスに収納する設

計とするので，閉じ込め機能を確保

できる。◇5  

(４) 火災及び爆発の防止 

貯蔵施設の設備は，可能な限り不

燃性材料又は難燃性材料を使用する

設計とすることで，火災を防止でき

る。◇6  

(５) 崩壊熱除去 

貯蔵施設は，建屋排気設備等で換

気することにより適切に冷却する設

計とするため，崩壊熱を除去でき

る。◇3  

(６) 貯蔵容量 

貯蔵容器一時保管設備は 1.2t･Ｈ

Ｍ，原料ＭＯＸ粉末缶一時保管設備

は 0.3t･ＨＭ，ウラン貯蔵設備は

60t･ＨＭ，ウラン貯蔵エリアは

20t･ＨＭ，粉末一時保管設備は

6.1t･ＨＭ，ペレット一時保管設備

は 1.7t･ＨＭ，スクラップ貯蔵設備

は 10t･ＨＭ，製品ペレット貯蔵設

備は 6.3t･ＨＭ，燃料棒貯蔵設備は

60t･ＨＭ，燃料集合体貯蔵設備は

170t･ＨＭ，ウラン輸送容器一時保

管エリアは 80t･ＨＭ，燃料棒受入

一時保管エリアは 15t･ＨＭ及び燃

料集合体輸送容器一時保管エリアは
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十七条 （核燃料物質の貯蔵施設）（24 / 26） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
(ハ) 貯蔵する核燃料物質の種類及び最

大貯蔵能力 

(１) 核燃料物質の種類 

① ＭＯＸ 

プルトニウム富化度 18％以下（貯

蔵容器一時保管設備，原料Ｍ

ＯＸ粉末缶一時保管設備及び

粉末一時保管設備について

は，60％以下とする。） 

プルトニウム中のプルトニウム－

240 含有率  17％以上 

ウラン中のウラン－235 含有率

1.6％以下⑦-1 

② ウラン酸化物 

ウラン中のウラン－235 含有率   

天然ウラン中の含有率以下  

ウラン燃料棒として５％以下 

⑦-2 

(２) 最大貯蔵能力□3  

設置場

所 
貯蔵設備 

貯蔵形

態 

最大

貯蔵

能力 

貯蔵容

器一時

保管室 

貯蔵容器一

時保管設備 

ＭＯＸ粉

末 

1.2t･

ＨＭ 

粉末調

整第１

室 

原料ＭＯＸ粉

末缶一時保

管設備 

ＭＯＸ粉

末 

0.3t･

ＨＭ 

ウラン

貯蔵室 

ウラン貯蔵

設備 

ウラン

粉末(注

１)(注２) 

60t･

ＨＭ 

燃料集

合体組

立クレ

ーン室 

－ 

（ウラン貯蔵

エリア） 

ウラン

粉末(注

１)(注２) 

20t･

ＨＭ 

粉末一

時保管

室 

粉末一時保

管設備 

ＭＯＸ粉

末，ウラ

ン粉

末，ペ

レット 

6.1t･

ＨＭ 

ペレット

一時保

管室 

ペレット一時

保管設備 

ペレット 1.7t･

ＨＭ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【⑭P3 へ】 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十七条 （核燃料物質の貯蔵施設）（25 / 26） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

ペレッ

ト・スク

ラップ貯

蔵室 

スクラップ貯

蔵設備 

ＭＯＸ粉

末，ペ

レット 

10t･

ＨＭ 

ペレッ

ト・スク

ラップ貯

蔵室 

製品ペレット

貯蔵設備 

ペレット 6.3t･

ＨＭ 

燃料棒

貯蔵室 

燃料棒貯蔵

設備 

ＭＯＸ燃

料棒，

ウラン

燃料棒

(注１) 

60t･

ＨＭ 

燃料集

合体貯

蔵室 

燃料集合体

貯蔵設備 

ＢＷＲ

燃料集

合体(注

１)，ＰＷ

Ｒ燃料

集合体

(注１) 

170t･

ＨＭ 

ウラン

貯蔵

室，固

体廃棄

物払出

準備

室，入

出庫

室，輸

送容器

保管

室，燃

料集合

体組立

クレー

ン室 

－ 

（ウラン輸送

容器一時保

管エリア） 

原料ウ

ラン粉

末缶輸

送容器

(注３) 

80t･

ＨＭ 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十七条 （核燃料物質の貯蔵施設）（26 / 26） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 

荷卸室 － 

（燃料棒受

入一時保管

エリア） 

ウラン

燃料棒

用輸送

容器(注

３) ，ウ

ラン燃

料棒用

輸送容

器の内

容器 

15t･

ＨＭ 

輸送容

器保管

室 

－ 

（燃料集合

体輸送容器

一時保管エ

リア） 

燃料集

合体用

輸送容

器(注３) 

 

65t･

ＨＭ 

 

(注１) 試験に用いたウランを必要に

応じ貯蔵する。⑤-4,9,10,11 

 

 

(注２) 粉末混合のための未使用のウ

ラン合金ボール（ウラン中のウ

ラン－235 含有率：天然ウラン

中の含有率以下）。⑤-4,11， 

⑦-2 

(注３) 核燃料物質を，「核燃料物質

等の工場又は事業所の外におけ

る運搬に関する規則」に定める

技術基準に適合する核燃料輸送

物として保管する。 

⑤-12,13,14 

 

(ニ) 主要な核的制限値 

貯蔵施設の臨界管理のために，単

一ユニットである貯蔵単位の集合を

複数ユニットとし，取り扱う核燃料

物質の形態に応じ，裕度ある条件を

設定し，十分信頼性のある計算コー

ドを使用して，中性子実効増倍率が

0.95 以下となるように配置等を設

定する。□7  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤-4（P6 へ） 

⑤-9（P13 へ） 

⑤-10（P13 へ） 

⑤-11（P14 へ） 

⑤-4（P6 へ） 

⑤-11（P14 へ） 

⑦-2（P3 へ） 

 

 

⑤-12（P14 へ） 

⑤-13（P14 へ） 

⑤-14（P14 へ） 
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別紙 1② 

設工認申請書 各条文の設計の考え方 

1 
 

第十七条（核燃料物質の貯蔵施設） 

１．技術基準の条文、解釈への適合に関する考え方 

№ 基本設計方針に記載する事項 適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 添付書類 

① 
崩壊熱を除去する設備を設け

ること 
技術基準の要求を受けている内容 

１項 

（23 条 1項 1号） 
－ ｃ,ｄ,ｅ 

② 貯蔵施設の概要 許可事項の展開 － － ｃ 

③ 容量を有すること 許可事項の展開 － － ａ,ｃ 

④ 
他条文からの要求による記載 

（安全機能を有する施設） 

第 14 条「安全機能を有する施設」

の共用に係る要求を受けている内

容 

（14 条４項） － ｂ 

⑤ 貯蔵施設の構成及び設計 許可事項の展開 － － ｃ 

⑥ 
外部からの核燃料物質の受け

入れ 
許可事項の展開 － － ｃ 

⑦ 取り扱う核燃料物質の種類 許可事項の展開 － － ｃ 

２．事業変更許可申請書の本文のうち、基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

□1  冒頭宣言 各説明における冒頭宣言であることから記載しない。 － 

□2  
他条文にて示す事項 

（燃料加工建屋の主要構造） 

燃料加工建屋の主要構造については，第 14 条「安全機

能を有する施設」の基本設計方針にて記載する。 
－ 

□3  設備仕様 仕様表にて記載する。 ａ 

□4  臨界防止に関する事項 
臨界防止全般に関する事項については，第４条「核燃料

物質の臨界防止」の基本設計方針にて記載する。 
－ 

□5  閉じ込め機能に関する事項 
閉じ込め機能全般に関する事項については，第 10 条「閉

じ込めの機能」の基本設計方針にて記載する。 
－ 

□6  遮蔽に関する事項 
遮蔽全般に関する事項については，第 22 条「遮蔽」の基

本設計方針にて記載する。 
－ 

□7  臨界防止の設計 

臨界防止の設計については，ユニット毎の配置に係る臨

界防止の設計方針であるため，第４条「核燃料物質の臨

界防止」の基本設計方針にて記載する。 

－ 

□8  貯蔵施設の配置図 貯蔵施設の配置図については，添付書類にて示す。 ｆ 

□9  
グローブボックス負圧・温度監

視設備の設計 

グローブボックス負圧・温度監視設備の設計については，

警報設備に係る設計方針であるため，第 18 条「警報設備

等」の基本設計方針にて記載する。 

－ 
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別紙 1② 

設工認申請書 各条文の設計の考え方 

2 
 

□10  機器の設置場所 
機器の設置場所は，安全機能を担保する上で必要となる

事項ではないため，添付書類にて記載する。 
ｃ 

３．事業変更許可申請書の添五のうち、基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

◇1  重複記載 
事業変更許可申請書本文（設計方針）と内容が重複する

ため，記載しない。 
－ 

◇2  設備仕様 仕様表にて記載する。 ａ 

◇3  崩壊熱除去の能力 

貯蔵施設の崩壊熱を除去するための能力については，崩

壊熱除去のための具体設計であるため，添付書類にて記

載する。 

ｃ,ｄ 

◇4  
単一ユニット又は複数ユニッ

トとしての臨界防止の設計 

単一ユニット又は複数ユニットとしての臨界防止の説明

については，臨界防止に関する事項であるため，第４条

「核燃料物質の臨界防止」の基本設計方針にて記載する。 

－ 

◇5  
容器又はグローブボックスに

よる閉じ込め機能の確保 

容器又はグローブボックスによる閉じ込め機能の確保に

ついては，閉じ込め機能に関する事項であるため，第 10

条「閉じ込めの機能」の基本設計方針にて記載する。 

－ 

◇6  不燃又は難燃性材料の使用 

不燃又は難燃性材料の使用については，火災防護に関す

る事項であるため，第 11 条「火災等による損傷の防止」

の基本設計方針にて記載する。 

－ 

◇7  
搬送設備の逸走又は落下防止

の設計 

搬送設備の逸走又は落下防止の設計については，搬送設

備の安全対策に関する事項であるため，第 16 条「搬送設

備」の基本設計方針にて記載する。 

－ 

◇8  
グローブボックス負圧・温度監

視設備の設計 

グローブボックス負圧・温度監視設備の設計については，

警報設備に係る設計方針であるため，第 18 条「警報設備

等」の基本設計方針にて記載する。 

－ 

４．添付書類等 

№ 書類名 

ａ 仕様表（設計条件及び仕様） 

ｂ 
Ⅴ-1-1-4 安全機能を有する施設及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関

する説明書 

ｃ Ⅴ-1-3 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書 

ｄ Ⅴ-1-4 放射性廃棄物の廃棄施設に関する説明書 

ｅ Ⅴ-2-3 系統図 

ｆ Ⅴ-2-4 配置図 
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別紙４リスト 令和５年５月31日 R２

資料№ 名称 提出日 Rev

別紙４－１ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書 5/31 2

別紙４－２
設備別記載事項の設定根拠に関する説明書(核燃料物質の貯蔵施設）
[1項新規]

5/31 1

別紙４－３
設備別記載事項の設定根拠に関する説明書(核燃料物質の貯蔵施設）
[2項新規]

5/31 1

別紙４－４ 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書(その他基本設計方針設備） 2/28 0

別紙
備考

(1/1) 35





 

 

 

令和５年５月 31 日 Ｒ２ 

 

 

 

別紙 4-1 
 

 

 

核燃料物質の貯蔵施設に関する説明

書 

 

 

 

 

 

 

  

37









MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 4 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

その解釈に基づき，使用済燃料プールから

の大量の水の漏えいその他の要因により当

該使用済燃料プールの水位が異常に低下し

た場合において，代替燃料プール注水系（可

搬型スプレイノズル）又は代替燃料プール

注水系（常設スプレイヘッダ）により，使用

済燃料プールの熱負荷（崩壊熱）による蒸発

量を上回る量の水又は海水を使用済燃料プ

ールに全面に向けてスプレイする設計とす

る。これにより，燃料体等の著しい損傷の進

行を緩和するとともに，蒸発量を上回るス

プレイは，浮遊する粒子状の放射性物質を

吸着し降下させる等の効果により，放射性

物質の放出を低減する。 

代替燃料プール注水系（可搬型スプレイ

ノズル）又は代替燃料プール注水系（常設ス

プレイヘッダ）によるスプレイ量と比較す

る蒸発量の評価にあたっては，「実用発電用

原子炉に係る使用済燃料貯蔵槽における燃

料損傷防止対策の有効性評価に関する審査

ガイド」（以下「有効性評価ガイド」という。）

を参考に，通常の冷却機能又は注水機能を

喪失した場合の，原子炉停止後に最短時間

で取り出した全炉心分の燃料体が一時的に

保管された使用済燃料プールの熱負荷（崩

壊熱）による蒸発量を用いることとする。 

なお，炉心の著しい損傷及び原子炉格納

容器の破損又は使用済燃料プール内の燃料

体等の著しい損傷に至った場合において大

気への放射性物質の拡散を抑制できる設計

とする。評価については，可搬型代替注水大

型ポンプ（放水用）の容量設定根拠に記載す

る。 

 

(1) 代替燃料プール注水系（注水ライン） 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 5 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

常設低圧代替注水系格納槽内に設置す

る常設低圧代替注水系ポンプ又は西側及

び南側の可搬型重大事故等対処設備保管

場所（以下「西側及び南側保管場所」とい

う。）に保管する可搬型代替注水中型ポン

プ又は可搬型代替注水大型ポンプによ

り，使用済燃料プールへ注水する。 

常設低圧代替注水系ポンプは，代替淡

水貯槽を水源として，代替燃料プール注

水系配管を経由して使用済燃料プールへ

注水できる設計とする。系統構成を第

3.3-1 図に示す。 

可搬型代替注水中型ポンプは，西側淡

水貯水設備を水源として，ホース及び代

替燃料プール注水系配管を経由して使用

済燃料プールへ注水できる設計とする。

系統構成を第 3.3-2 図に示す。 

可搬型代替注水大型ポンプは，代替淡

水貯槽の水又は海水を水源として，ホ-ス

及び代替燃料プール注水系配管を経由し

て使用済燃料プールへ注水できる設計と

する。系統構成を第 3.3-3 図に示す。 

(2) 代替燃料プール注水系（可搬型スプレ

イノズル） 

代替燃料プール注水系（可搬型スプレ

イノズル）は，西側及び南側保管場所に保

管する可搬型代替注水大型ポンプによ

り，水源である代替淡水貯槽の水又は海

水をホース及び可搬型スプレイノズルを

経由して，使用済燃料プールへ注水又は

使用済燃料に直接スプレイする。系統構

成を第 3.3-4 図に示す。 

 

 

(3) 代替燃料プール注水系（常設スプレイ
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 6 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

ヘッダ） 

代替燃料プール注水系（常設スプレイ

ヘッダ）は，常設低圧代替注水系ポンプ又

は可搬型代替注水大型ポンプにより，使

用済燃料に直接スプレイする。 

常設低圧代替注水系ポンプは，代替淡

水貯槽を水源として，代替燃料プール注

水系配管及び常設スプレイヘッダを経由

して使用済燃料に直接スプレイできる設

計とする。 

また，可搬型代替注水大型ポンプは，代

替淡水貯槽の水又は海水を水源として，

代替燃料プール注水系配管，ホース及び

常設スプレイヘッダを経由して，使用済

燃料プールへ注水又は使用済燃料に直接

スプレイできる設計とする。 

(4) 代替燃料プール冷却設備 

重大事故等が発生し，設計基準対象施

設である燃料プール冷却浄化系の復旧が

できず，使用済燃料プールの冷却機能が

喪失した場合においても，代替燃料プー

ル冷却系及び緊急用海水系を用いて，貯

蔵する使用済燃料から発生する崩壊熱を

冷却可能な設計とする。 

代替燃料プール冷却系は，使用済燃料

プールを水源として代替燃料プール冷却

系ポンプにより，代替燃料プール冷却系

熱交換器を介して，使用済燃料プールへ

戻る循環系統である。 

代替燃料プール冷却系熱交換器の冷却

用の海水は，緊急用海水ポンプにより送

水され，非常用取水設備である緊急用海

水ポンプピットから取水する設計とす

る。 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 8 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

れを基に最大貯蔵能力を設定する。 

各貯蔵施設の貯蔵量は，崩壊熱除去を考

慮する必要のあるPu量及び最大貯蔵能力と

し，設備の構造を踏まえた取り扱う容器及

び実際の運転を考慮して設定する。 

なお，各貯蔵施設における崩壊熱除去を

考慮する必要のある Pu 量は，崩壊熱除去に

必要な換気風量の算定に用いた最大量を想

定したものであり，これを超えないことを

保安規定に定めて管理する。 

(１)貯蔵容器一時保管設備 

 

貯蔵容器一時保管設備は，再処理施設か

ら受け入れた混合酸化物貯蔵容器及び再

処理施設へ返却する混合酸化物貯蔵容器

(再処理施設と共用(以下同じ。))並びに混

合酸化物貯蔵容器に収納された容器（粉末

缶）(再処理施設と共用(以下同じ。))を保

管する設計とする。 

 

貯蔵容器一時保管設備は，一時保管ピッ

トで構成する。また，一時保管ピットは，

混合酸化物貯蔵容器及び容器(粉末缶)を

保管するために必要な数のピットを設け

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.1 貯蔵容器一時保管設備 

(1) 貯蔵容器一時保管設備の設計 

貯蔵容器一時保管設備は，再処理施設よ

り混合酸化物貯蔵容器を受け入れてから混

合酸化物貯蔵容器の中に入っている容器

(粉末缶)を取り出すまでの保管及び空にな

った容器(粉末缶)を収納した混合酸化物貯

蔵容器を再処理施設に返却するまでの間，

混合酸化物貯蔵容器を一時的に保管する設

備である。 

貯蔵容器一時保管設備は，一時保管ピッ

トで構成する。 

再処理施設から受け入れる粉末は 1 種類

当たり 2 基の混合酸化物貯蔵容器に収納さ

れている。粉末調整工程では物性の異なる

粉末を 4 種類使用し，富化度調整を実施す

るため，加工のためには最低 8 基の混合酸

化物貯蔵容器が必要となる。 

一時保管ピットは，上記に示す加工に必

要な混合酸化物貯蔵容器 8 基及び再処理施

設に返却する同数の空の混合酸化物貯蔵容

器 8基の計 16 基に裕度を考慮して，32 基の

混合酸化物貯蔵容器を保管できるよう設計

する。 

また，一時保管ピットは，ピット 1個当た

  

 

貯蔵容器一時保管設備

は MOX 燃料加工施設固

有の設備であり，当該設

備の設計に関すること

を説明したものである

ため，新たに議論が生じ

るものではない。 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 13 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

(３)ウラン貯蔵設備 

 

ウラン貯蔵設備は，原料ウラン粉末又は

粉末混合のための未使用のウラン合金ボ

ールを収納した容器（ウラン粉末缶）を次

工程へ払い出すまで貯蔵する設計とする。

また，試験に用いたウランを収納した容器

（ウラン粉末缶）を貯蔵する設計とする。

なお，容器（ウラン粉末缶）は収納パレッ

トに積載し，収納パレットは 676 基設ける

設計とする。 

ウラン貯蔵設備は，ウラン貯蔵棚，ウラ

ン粉末缶貯蔵容器及びウラン粉末缶入出

庫装置で構成する。また，ウラン貯蔵棚は，

容器（ウラン粉末缶）及び収納パレットを

貯蔵するために，必要な数の棚を設ける設

計とする。 

ウラン貯蔵設備のうち，ウラン粉末缶入

出庫装置は2台設置する設計とする。また，

ウラン粉末缶貯蔵容器は容器（ウラン粉末

缶）を収納しウラン貯蔵エリアで取り扱う

設計する。なお，ウラン粉末缶貯蔵容器は

最大 128 基設ける設計とする。 

3.1.3 ウラン貯蔵設備 

(1) ウラン貯蔵設備の設計 

ウラン貯蔵設備は，ウラン粉末缶貯蔵容

器及びウラン粉末缶輸送容器から容器(ウ

ラン粉末缶)を取り出してから秤量分取す

るまでの貯蔵及び未使用のウラン合金ボー

ルを混合工程に払い出すまでの貯蔵並びに

試験に用いたウラン粉末を貯蔵する設備で

ある。 

ウラン貯蔵設備は，ウラン貯蔵棚，ウラン

粉末缶貯蔵容器及びウラン粉末缶入出庫装

置で構成する。 

ウラン貯蔵設備のうち，ウラン粉末缶入

出庫装置は 2 台ウラン貯蔵室に設置する設

計とする。 

MOX 燃料加工施設の年間最大処理能力は

130t･HM であり，必要となる希釈に用いる原

料ウラン粉末は約 120t･HM/年となる。原料

ウラン粉末は外部から調達するため，冬期

間や輸送中のトラブルによって輸送できな

い期間があった場合でも，安定して工場を

操業できることを考慮し，最大貯蔵能力は

年間の必要量の約半分となる60t･HMと設定

する。 

原料ウラン粉末，ウラン合金ボール及び

試験に用いたウラン粉末は，容器(ウラン粉

末缶)に収納し貯蔵する。 

容器(ウラン粉末缶)は収納パレット又は

ウラン粉末缶貯蔵容器に収納する設計とす

る。容器(ウラン粉末缶)は，収納パレット 1

基当たり 4 缶積載できる設計とし，ウラン

粉末缶貯蔵容器 1 基当たり 3 缶収納できる

設計とする。 

また，収納パレットはウラン貯蔵室に 676

基，ウラン粉末缶貯蔵容器は燃料集合体ク

  

 

ウラン貯蔵設備は MOX

燃料加工施設固有の設

備であり，当該設備の設

計に関することを説明

したものであるため，新

たに議論が生じるもの

ではない。 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 15 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

また，容器（ウラン粉末缶）は，原料ウラ

ン粉末及び未使用のウランボールを収納す

る設計としており，最大貯蔵能力の設定に

おいては，全数原料ウラン粉末を貯蔵する

ことを想定する。 

以上を踏まえ，ウラン貯蔵設備は最大 HM

量としては，59.488t･HM であり，裕度を考

慮して最大貯蔵能力は 60t･HM とする。 

詳細については，第 3.1.3-1 表に示す。 

なお，ウランボールは密度が高く，1容器

あたりの容量が大きくなるが，ウラン貯蔵

施設全体として最大貯蔵能力を超えること

がないよう保安規定に定めて管理する。 

第 3.1.3-1 表 ウラン貯蔵設備の貯蔵量 

 
※１ ウラン粉末缶に原料ウラン粉末を入れ

た際の kg･UO2 より酸素量を除くための

係数 0.882 を乗じた数字 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電炉と異なるが，ウラ

ン貯蔵設備は MOX 燃料

加工施設固有の設備で

あるため，新たに議論が

生じるものではない。 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 16 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

(４)粉末一時保管設備 

 

粉末一時保管設備は，原料ウラン粉末，

予備混合した粉末，一次混合した粉末，二

次混合した粉末，均一化混合した粉末，造

粒した粉末，添加剤混合した粉末又は回収

粉末を次工程へ払い出すまで容器（Ｊ60，

Ｊ85 又はＵ85）に収納し保管する設計とす

る。また，スクラップを収納したＣＳ・Ｒ

Ｓ保管ポット，ＣＳ・ＲＳ回収ポット又は

先行試験ポットを５缶バスケット又は１

缶バスケットに積載し保管する設計とす

る。 

粉末一時保管設備は，粉末一時保管装置

グローブボックス，ピットを有した粉末一

時保管装置及び粉末一時保管搬送装置で

構成する。また，粉末一時保管装置は，容

器（Ｊ60，Ｊ85，Ｕ85，５缶バスケット，

１缶バスケット，ＣＳ・ＲＳ保管ポット，

ＣＳ・ＲＳ回収ポット及び先行試験ポッ

ト）を保管するために，必要な数のピット

を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.4 粉末一時保管設備 

(1) 粉末一時保管設備の設計 

粉末一時保管設備は，粉末一時保管設備

は，原料ウラン粉末，予備混合した粉末，一

次混合した粉末，二次混合した粉末，均一化

混合した粉末，造粒した粉末を収納した容

器(J60，J85 又は U85)を次工程に払い出す

まで保管，小規模試験に用いる先行試験ポ

ットを小規模試験設備に払い出すまでの保

管及び粉末調整の際に発生したスクラップ

を収納した CS･RS 保管ポット又は CS･RS 回

収ポットをスクラップ処理設備に払い出す

まで一時的に保管する設備である。 

粉末一時保管設備は，粉末一時保管装置

グローブボックス，粉末一時保管装置及び

粉末一時保管搬送装置で構成する。 

粉末調整工程では，円滑な運転のため容

器(J60)30 缶，容器(J85)46 缶，容器(U85)2

缶，容器(5 缶バスケット)8 基，容器(1 缶バ

スケット)1 基の計 87 基を取り扱う。 

また，CS･RS 保管ポット，CS･RS 回収ポッ

ト及び先行試験ポットは容器(5 缶バスケッ

ト)又は容器(1 缶バスケット)に積載し，保

管する。 

容器(J60，J85，U85，CS･RS 保管ポット，

CS･RS 回収ポット，先行試験ポット，5缶バ

スケット及び1缶バスケット)の概略図を第

3.1.4-1 図に示す。 

粉末一時保管設備の構造は，粉末調整工

程で取り扱う容器に加え，設備の保守･校正

のための機材用容器の保管も考慮し，1ピッ

ト当たり容器 1基を保管できるよう 94個の

ピットを設ける設計とする。 

粉末一時保管装置の構造を第 3.1.4-2 図

に示す。 

  

 

粉末一時保管設備は

MOX 燃料加工施設固有

の設備であり，当該設備

の設計に関することを

説明したものであるた

め，新たに議論が生じる

ものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

容器(CS･RS 回収ポット

及び先行試験ポット)の

構造図は，第 2回申請の

53







MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 19 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

する Pu 量は 766kg･Pu であり，最大 HM 量と

しては，5.654t･HM となるため，裕度を考慮

して，最大貯蔵能力は 6.1t･HM と設定する。 

なお，詳細は表 3.1.4-1 に示す。 

第 3.1.4-1 表 粉末一時保管設備の貯蔵量 

 
※1 J60 の仕様表の容量に kg･MOX から kg･HM

への換算係数 0.882 を乗じた数字 

※2 実際の運転上は空の容器であるが，最大

貯蔵能力の設定にあたり保守的に原料

MOX 粉末，CS 粉末又は RS 粉末が収納され

ている状態を想定して評価するもの 

※3 J85 の仕様表の容量に kg･MOX から kg･HM

への換算係数 0.882 を乗じた数字 

※4 5 缶バスケットの仕様表の容量に kg･MOX

から kg･HM への換算係数 0.882 を乗じた

数字 

※5 1 缶バスケットの仕様表の容量に kg･MOX

から kg･HM への換算係数 0.882 を乗じた数字 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 20 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

(５)ペレット一時保管設備 

 

ペレット一時保管設備は，グリーンペレ

ット，焼結したペレット，ＣＳペレット又

は規格外ペレットを収納した容器（焼結ボ

ート，先行試験焼結ボート，スクラップ焼

結ボート又は規格外ペレット保管容器）を

次工程へ払い出すまで保管する設計とす

る。また，容器（焼結ボート，先行試験焼

結ボート，スクラップ焼結ボート又は規格

外ペレット保管容器）は収納パレットに積

載し貯蔵する設計とする。 

 

ペレット一時保管設備は，ペレット一時

保管棚グローブボックス，ペレット一時保

管棚，焼結ボート入出庫装置，焼結ボート

受渡装置グローブボックス及び焼結ボー

ト受渡装置で構成する。また，ペレット一

時保管棚は，容器（焼結ボート，先行試験

焼結ボート，スクラップ焼結ボート及び規

格外ペレット保管容器）及び収納パレット

を保管するために，必要な数の棚を設ける

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.5 ペレット一時保管設備 

(1) ペレット一時保管設備の設計 

ペレット一時保管設備は，以下のグリー

ンペレット及び焼結ペレットを保管する設

備である。 

・圧縮成形してから焼結炉に入るまでのグ

リーンペレット(CS ペレット及び先行試

験用のペレットを含む。) 

・焼結後，研削･検査設備に払い出すまでの

焼結ペレット(製品ペレット) 

・焼結後，スクラップ貯蔵に払い出すまでの

焼結ペレット (CS ペレット(研削･検査に

おいて規格外となったペレットを含む。) 

ペレット一時保管設備は，ペレット一時

保管棚グローブボックス，ペレット一時保

管棚，焼結ボート入出庫装置，焼結ボート受

渡装置グローブボックス及び焼結ボート受

渡装置で構成する。 

また，製品ペレットは容器(焼結ボート)，

先行試験用の CS ペレットは容器(先行試験

焼結ボート)，圧縮成形でスクラップとなっ

た CS ペレットは容器(スクラップ焼結ボー

ト)に積載し，ペレット一時保管室に設けた

収納パレット-1又は収納パレット-2に収納

し，ペレット一時保管設備で保管する。 

研削･検査後の規格外ペレットは容器(規

格外ペレット保管容器)に積載し，収納パレ

ット-2 に収納し，ペレット一時保管設備で

保管する。 

収納パレット及び容器(焼結ボート，先行

試験焼結ボート及びスクラップ焼結ボー

ト)の概略図を第 3.1.5-1 図に示す。 

ペレット加工工程では，円滑な運転のた

め容器(焼結ボート)192 基(予備の 13 基を

含む。)，容器(先行試験焼結ボート)3 基，

  

 

ペレット一時保管設備

は MOX 燃料加工施設固

有の設備であり，当該設

備の設計に関すること

を説明したものである

ため，新たに議論が生じ

るものではない。 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 23 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

(６)スクラップ貯蔵設備 

 

スクラップ貯蔵設備は，ＣＳ粉末若しく

はＣＳペレット又はＲＳ粉末若しくはＲ

Ｓペレットを収納した容器（ＣＳ・ＲＳ保

管ポット）を９缶バスケットに積載し貯蔵

する設計とする。また，規格外ペレットを

収納した規格外ペレット保管容器を貯蔵

する設計とする。さらに，試験に用いたウ

ランを収納した容器（ＣＳ・ＲＳ保管ポッ

ト）を９缶バスケットに積載し貯蔵する設

計とする。 

容器（ペレット保管容器，９缶バスケッ

ト，規格外ペレット保管容器）は，収納パ

レットに積載し貯蔵する設計とする。 

 

スクラップ貯蔵設備は，スクラップ貯蔵

棚グローブボックス，スクラップ貯蔵棚，

スクラップ保管容器入出庫装置，スクラッ

プ保管容器受渡装置グローブボックス及

びスクラップ保管容器受渡装置で構成す

る。また，スクラップ貯蔵棚は，容器（ペ

レット保管容器，９缶バスケット，規格外

ペレット保管容器及びＣＳ・ＲＳ保管ポッ

ト）及び収納パレットを貯蔵するために，

必要な数の棚を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.6 スクラップ貯蔵設備 

(1) スクラップ貯蔵設備の設計 

スクラップ貯蔵設備は，粉末調整工程及

びペレット加工工程で発生した再利用可能

な粉末又はペレット(以下，「CS 粉末」又は

「CS ペレット」という。)を回収粉末処理･

詰替装置に払い出すまでの貯蔵及び再利用

に適さない粉末又はペレット(以下，「RS 粉

末」又は「RS ペレット」という。)及び試験

に用いたウラン粉末を貯蔵する設備であ

る。 

スクラップ貯蔵設備は，スクラップ貯蔵

棚グローブボックス，スクラップ貯蔵棚，ス

クラップ保管容器入出庫装置，スクラップ

保管容器受渡装置グローブボックス及びス

クラップ保管容器受渡装置で構成する。 

CS 粉末又は CS ペレット，RS 粉末又は RS

ペレット及び試験に用いたウラン粉末は容

器(9 缶バスケット)又は容器(規格外ペレッ

ト保管容器)に積載し，収納パレットで貯蔵

する。 

CS 粉末及び CS ペレットの発生量は１度

の加工で最大約 6.2t･HM 程度と想定してお

り，それらを収納するために，容器(9 缶バ

スケット)換算で約 130 基必要となる。スク

ラップ貯蔵設備は，上記に加えて，RS 粉末，

RS ペレット，試験に用いたウラン粉末の保

管及び裕度を考慮し，容器(9 缶バスケッ

ト)204 基及び容器(規格外ペレット保管容

器)6 基の計 210 基を取り扱う。 

収納パレット及び容器(規格外ペレット

保管容器，CS･RS 保管ポット及び 9缶バスケ

ット)の概略図を第 3.1.6-1 図に示す。 

スクラップ貯蔵棚は，容器(9 缶バスケッ

ト，規格外ペレット保管容器)210 基を収納

  

 

スクラップ貯蔵設備は

MOX 燃料加工施設固有

の設備であり，当該設備

の設計に関することを

説明したものであるた

め，新たに議論が生じる

ものではない。 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 26 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

(７)製品ペレット貯蔵設備 

 

製品ペレット貯蔵設備は，製品ペレッ

ト，規格外ペレット又はペレット保存試料

を貯蔵する設計とする。それぞれのペレッ

トは，ペレット保管容器又はペレット保存

試料保管容器に収納し貯蔵する。また，容

器（ペレット保管容器及びペレット保存試

料保管容器）は，収納パレットに収納し貯

蔵する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

製品ペレット貯蔵設備は，製品ペレット

貯蔵棚グローブボックス，製品ペレット貯

蔵棚，ペレット保管容器入出庫装置，ペレ

ット保管容器受渡装置グローブボックス，

ペレット保管容器受渡装置で構成する。ま

た，製品ペレット貯蔵棚は，容器（ペレッ

ト保管容器及びペレット保存試料保管容

器）及び収納パレットを貯蔵するために，

必要な数の棚を設ける設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.7 製品ペレット貯蔵設備 

(1) 製品ペレット貯蔵設備の設計 

製品ペレット貯蔵設備は，研削･検査が完

了した製品ペレットを次工程の被覆施設に

払い出すまでの間の貯蔵及びペレット保存

試料を一定期間貯蔵する設備である。 

製品ペレット貯蔵設備は，製品ペレット

貯蔵棚グローブボックス，製品ペレット貯

蔵棚，ペレット保管容器入出庫装置，ペレッ

ト保管容器受渡装置グローブボックス，ペ

レット保管容器受渡装置で構成する。 

製品ペレットは，研削･検査を実施後，ペ

レット保管容器に積載し貯蔵するが，抜き

取りで実施する分析の結果次第では規格外

となる可能性もあり，場合によっては規格

外ペレットとなる。なお，製品ペレットは容

器(ペレット保管容器)に，ペレット保存試

料は容器(ペレット保存試料保管容器)に積

載し，容器(ペレット保管容器，ペレット保

存試料保管容器)は収納パレットで貯蔵す

る。 

製品ペレットは最大加工時には 1 日に約

35 容器出来上がるため，円滑な運転のため

に5日分となる容器(ペレット保管容器)175

基に裕度を考慮した 297 基，ペレット保存

試料については，約 10 年間分保管すること

を想定し，容器(ペレット保存試料保管容

器)53 基の計 350 基を取り扱う。 

容器(ペレット保管容器及びペレット保

存試料保管容器)及び収納パレットの概略

図を第 3.1.7-1 図に示す。 

製品ペレット貯蔵棚は，容器(ペレット保

管容器，ペレット保存試料保管容器)350 基

を貯蔵できるよう 7 段×10 列の棚を 5 基設

置し，350 個の棚を設ける設計とする。また，

  

 

製品ペレット貯蔵設備

は MOX 燃料加工施設固

有の設備であり，当該設

備の設計に関すること

を説明したものである

ため，新たに議論が生じ

るものではない。 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 29 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

(８)燃料棒貯蔵設備 

 

燃料棒貯蔵設備は，MOX 燃料棒，ウラン

燃料棒又は被覆管を貯蔵する設計とする。

また，MOX 燃料棒，ウラン燃料棒及び被覆

管は，貯蔵マガジンに収納し貯蔵する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料棒貯蔵設備は，燃料棒貯蔵棚，貯蔵

マガジン入出庫装置及びウラン燃料棒収

容装置で構成する。また，燃料棒貯蔵棚は，

貯蔵マガジンを貯蔵するために，必要な数

の棚を設ける設計とする。 

なお，ウラン燃料棒は外部より受け入れ

貯蔵する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.8 燃料棒貯蔵設備 

(1) 燃料棒貯蔵設備の設計 

燃料棒貯蔵設備は，被覆施設に払い出す

までの空の被覆管及び組立施設に払い出す

までの被覆施設で加工した検査後の MOX 燃

料棒又は外部から調達したウラン燃料棒を

貯蔵マガジンに収納し貯蔵する設備であ

る。 

貯蔵マガジンの概略図を第 3.1.8-1 図に

示す。 

燃料棒貯蔵設備は，燃料棒貯蔵棚，貯蔵マ

ガジン入出庫装置及びウラン燃料棒収容装

置で構成する。 

後工程である燃料集合体組立は異なる富

化度の MOX 燃料棒を数種類とウラン燃料棒

を組み合わせてマガジンを編成するため，

全ての富化度が出来上がるまで MOX 燃料棒

を貯蔵する必要がある。これらの貯蔵に加

え，円滑な運転のための空の被覆管の保管

及び外部より調達するウラン燃料棒を考慮

し，最大約 18000 本の燃料棒及び空の被覆

管の貯蔵が必要となる。 

貯蔵マガジンは，1基当たり MOX 燃料棒，

ウラン燃料棒及び被覆管が 256 本収納でき

る設計とし，72 基設ける設計とする。 

また，燃料棒貯蔵棚の構造は，上記の必要

な本数に裕度を考慮して，4段×8列の棚と

4 段×10 列の 72 個の棚を設ける設計とす

る。 

なお，1つの棚には貯蔵マガジン 1基のみ

貯蔵できる設計である。 

燃料棒貯蔵棚の構造を第 3.1.8-2 図に示

す。 

 

  

 

燃料棒貯蔵設備は MOX

燃料加工施設固有の設

備であり，当該設備の設

計に関することを説明

したものであるため，新

たに議論が生じるもの

ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貯蔵マガジンの構造図

は，第 2 回申請の 2 項

変更の添付図面の「第

66





MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 31 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

は BWR燃料の時が最大となる 55.296t･HM で

あるため，最大貯蔵能力としては裕度を考

慮し，60t･HM と設定する。 

なお，詳細は第 3.1.8-1 表及び第 3.1.8-

2 表に示す。 

第 3.1.8-1 表 燃料棒貯蔵設備の貯蔵量(BWR

燃料)※1 

 
※1 BWR 燃料棒のうち，MOX 燃料加工施設で加

工することを想定している燃料タイプか

ら最大の Pu 量及び HM 量となる燃料タイ

プを選定 

※2 国内原子力発電所の原子炉設置許可申請

書のスペックより想定した燃料棒 1 本あ

たりの容量 

 

第 3.1.8-2 表 燃料棒貯蔵設備の貯蔵量(PWR

燃料)※1 

 
※1 PWR 燃料棒のうち，MOX 燃料加工施設で加

工することを想定している燃料タイプか

ら最大の Pu 量及び HM 量となる燃料タイ

プを選定 

※2 国内原子力発電所の原子炉設置変更許可

申請書のスペックより想定した燃料棒 1

本あたりの容量 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 34 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

たりの容量 

※3 BWR 燃料集合体は MOX 燃料棒及びウラン

燃料棒で構成されているため，それぞれ

の HM 量で計算した 

第 3.1.9-2 表 燃料集合体貯蔵設備の貯蔵量

(PWR 燃料)※1 

 
※1 PWR 燃料集合体のうち，MOX 燃料加工施設

で加工することを想定している燃料タイ

プから最大の Pu 量及び HM 量となる燃料

タイプを選定 

※2 国内原子力発電所の原子炉設置変更許可

申請書のスペックより想定した燃料棒 1

本あたりの容量 

(10)ウラン貯蔵エリア 

ウラン貯蔵エリアは，原料ウラン粉末，

ウラン合金ボール又は試験に用いたウラ

ンをウラン粉末缶に収納し，そのウラン粉

末缶をウラン粉末缶貯蔵容器に収納した

状態で貯蔵するために，必要な空間を有す

る設計とする。また，ウラン貯蔵エリアで

貯蔵するウラン酸化物のウラン－235 の含

有率は，天然ウラン中の含有率以下とす

る。 

(11)ウラン輸送容器一時保管エリア 

ウラン輸送容器一時保管エリアは，原料ウラ

ン粉末又はウラン合金ボールをウラン粉末

缶に収納し，そのウラン粉末缶をウラン粉末

缶輸送容器に収納した状態で保管するため

に，必要な空間を有する設計とする。また，

ウラン輸送容器一時保管エリアで保管する

ウラン酸化物のウラン－235 の含有率は，天

然ウラン中の含有率以下とする。 

 

3.1.10 ウラン貯蔵エリア 

ウラン貯蔵エリアの申請に合わせて

次回以降に詳細を説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.11 ウラン輸送容器一時保管エリア 

ウラン輸送容器一時保管エリアの申

請に合わせて次回以降に詳細を説明す

る。 

 

 

 

 

 

 

  

ウラン貯蔵エリアは

MOX 燃料加工施設固有

のものであり，当該エリ

アの設計に関すること

を説明したものである

ため，新たに議論が生じ

るものではない。 

 

 

 

ウラン輸送容器一時保

管エリアは MOX 燃料加

工施設固有のものであ

り，当該エリアの設計に

関することを説明した

ものであるため，新たに

議論が生じるものでは

ない。 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 35 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

(12)燃料棒受入一時保管エリア 

燃料棒受入一時保管エリアは，ウラン燃料棒

をウラン燃料棒用輸送容器の内容器に収納

し，その内容器をウラン燃料棒用輸送容器に

収納した状態で保管するために，必要な空間

を有する設計とする。また，燃料棒受入一時

保管エリアで保管するウラン酸化物のウラ

ン－235 の含有率は，５％以下とする。 

 

(13)燃料集合体輸送容器一時保管エリア 

燃料集合体輸送容器一時保管エリアは，燃料

集合体を燃料集合体用輸送容器に収納した

状態で保管するために，必要な空間を有する

設計とする。また，燃料集合体輸送容器一時

保管エリアで保管するMOXのプルトニウム富

化度は 18％以下，プルトニウム－240 の含有

率は 17％以下，ウラン中のウラン－235 の含

有率は 1.6％以下とし，ウラン酸化物のウラ

ン－235 の含有率は，５％以下とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1.12 燃料棒受入一時保管エリア 

燃料棒受入一時保管エリアの申請に

合わせて次回以降に詳細を説明する。 

 

 

 

 

 

 

3.1.13 燃料集合体輸送容器一時保管エリア 

燃料集合体一時保管エリアの申請に

合わせて次回以降に詳細を説明する。 

 

燃料棒受入一時保管エ

リアは MOX 燃料加工施

設固有のものであり，当

該エリアの設計に関す

ることを説明したもの

であるため，新たに議論

が生じるものではない。 

 

 

燃料集合体輸送容器一

時保管エリアは MOX 燃

料加工施設固有のもの

であり，当該エリアの設

計に関することを説明

したものであるため，新

たに議論が生じるもの

ではない。 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 37 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

図 放射性廃棄物の廃棄施設のうちグロー

ブボックス排気設備の換気系統図(0171＊

3-09)」に示す。 

 

崩壊熱除去を含む建屋排気設備及びグロ

ーブボックス排気設備における換気風量の

設定については「Ⅴ－１－４ 放射性廃棄

物の廃棄施設に関する説明書」に示す。 

なお，崩壊熱除去を考慮する貯蔵施設の

うち，貯蔵容器一時保管設備，燃料棒貯蔵設

備及び燃料集合体貯蔵設備は，設置する室

の天井付近に吸い込み口を設置すること，

原料 MOX 粉末缶一時保管設備，ペレット一

時保管設備，スクラップ貯蔵設備及び製品

ペレット貯蔵設備はグローブボックス上部

に吸い込み口を設置すること及び粉末一時

保管設備は，グローブボックス内に空気循

環用のブロアを設置することで，上昇気流

又は空気循環で崩壊熱を除去する設計とす

る。 

第 3.2-1 表 崩壊熱除去を考慮する貯蔵施設 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 38 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

  

3.2.1 崩壊熱除去に必要な換気風量の算出方

法 

貯蔵施設の崩壊熱は各貯蔵施設で保有

するPu量と単位発熱量により貯蔵施設毎

に算出する。 

また，各貯蔵施設の崩壊熱除去に必要

な風量は核燃料物質から崩壊熱を考慮し

ても，許容温度以下となる換気風量とし，

具体的な換気風量の算出は(1)式により

実施する。 

 

 
 

3. 評 価 

3.1 評価方法 

(1) 注水時 

使用済燃料プールにおける重大事故に

至るおそれがある事故の想定事故 1 及び

想定事故 2 に係る有効性評価解析（原子

炉設置変更許可申請書添付書類十）にお

いて，有効性が確認されている使用済燃

料プールへの注水流量に対し，代替燃料

プール注水系（注水ライン）の注水量，代

替燃料プール注水系（可搬型スプレイノ

ズル），代替燃料プール注水系（常設スプ

レイヘッダ）の注水量が上回ることを確

認する。 

(2) スプレイ時 

使用済燃料プール水の蒸発量に対し，

代替燃料プール注水系（可搬型スプレイ

ノズル），代替燃料プール注水系（常設ス

プレイヘッダ）のスプレイ量が上回るこ

とを確認する。 

使用済燃料プールの熱負荷（燃料取替

のために原子炉から使用済燃料プールに

取り出した燃料体から発生する崩壊熱

と，過去の燃料取替で取り出された使用

済燃料から発生する崩壊熱の合計）によ

る，使用済燃料プール水の蒸発量は以下

の式で求める。なお，顕熱による冷却は保

守的に考慮せず，蒸発潜熱のみによる冷

却を考慮する。 

ΔⅤ／Δｔ＝Ｑ×103×3600／（hfg×ρ） 

ΔⅤ／Δｔ ：必要注水量［m3/h］ 

Ｑ ：崩壊熱［MW］ 

hfg ：飽和水蒸発潜熱［kJ/kg］（＝2257 

kJ/kg） 

ρ ：注水密度［kg/m3］（＝958 kg/m3）（飽

 

 

 

MOX 燃料加工施設及び

発電炉固有の設備であ

り，それぞれの設備にお

ける評価方法及び設備

構成の相違であるため，

新たに議論が生じるも

のではない。 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 39 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

和水） 

 3.2.2 崩壊熱除去に必要な換気風量で考慮す

る条件 

(1) 各貯蔵施設の崩壊熱除去を考慮する Pu

量 

各貯蔵施設で貯蔵する Pu 量について

は，「3.1 核燃料物質の貯蔵施設の設計」

に示した各貯蔵施設におけるPu量に基づ

き評価を実施する。 

(2) 想定する崩壊熱量 

崩壊熱は，各貯蔵施設で貯蔵する Pu 量

に 1 ㎏あたりの Pu の単位発熱量を積算

し，算出する。 

ここで，Pu からの単位発熱量を算出す

るための Pu 同位体組成は，令和 2年 9月

18 日付け 2020 燃建発第 10 号にて許可を

受けた事業変更許可申請書の添付書類六

の「ニ．(イ)(3)①b.核種」で示した燃料

仕様を基に設定する。Pu の崩壊熱量は，

再処理後の経過年数による崩壊熱量変化

を考慮し，再処理後の貯蔵期間を保守的

に 5年程度想定した場合の発熱量は，BWR

が約 22W/kg･Pu，PWR が約 18.5W/kg･Pu で

あり，設計としては保守的に24W/kg･Puと

して各貯蔵施設の崩壊熱を算出する。 

 

(3) 許容温度について 

各貯蔵施設は核燃料物質からの崩壊熱

を考慮しても，貯蔵するグローブボック

ス又は部屋の温度が許容温度以下となる

よう換気風量を設定する。 

ここで，許容温度は各設備の最高使用

温度とし，核燃料物質を貯蔵しているグ

ローブボックス又は部屋の排気側の温度

が許容温度以下となっていることを確認

3.2 評価条件 

使用済燃料プールの熱負荷（崩壊熱）

は，有効性評価ガイドを参考に，以下の条

件とする。 

a. 使用済燃料プールには，貯蔵されてい

る燃料体等の他に，原子炉停止後に最短

時間で取り出された全炉心分の燃料体が

一時保管されていることとする。 

・使用済燃料プールの熱負荷としては，燃

料取替のために原子炉から使用済燃料プ

ールに取り出した燃料（全炉心分）から発

生する崩壊熱と，過去の燃料取替で取り

出された使用済燃料から発生する崩壊熱

の合計値を想定する。使用済燃料の崩壊

熱の評価条件として，崩壊熱が高くなる

ように燃料取り出し直後の状態を考慮す

る。 

・原子炉を停止してから使用済燃料プー

ルへの燃料体の取り出しが完了するまで

の期間は，施設定期検査の主要工程及び

実績を踏まえて保守的に 9 日とする。 

・施設定期検査ごとに約 1/4～1/5 炉心

分（９×９燃料（Ａ型）168 体）の使用済

燃料が使用済燃料プールに取り出される

ものとする。 

b. 使用済燃料の崩壊熱については，燃料

組成，燃焼度等を考慮して設計に基づき

適正に評価する。 

・1 サイクルの運転期間は 14 ヶ月，使用

済燃料の取出平均燃焼度を 45 GWd/t，燃

料取替のために原子炉から使用済燃料プ

ールに取り出した燃料の平均燃焼度は 33 

GWd/t とし，第 3.2-1 表，第 3.2-2 表及

び第 3.2-3 表のとおりとする。 

 

MOX 燃料加工施設及び

発電炉固有の設備であ

り，それぞれの設備にお

ける評価条件，熱除去の

ための設計及び設備構

成の相違であるため，新

たな議論が生じるもの

ではない。 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 40 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

する。なお，各貯蔵施設への入口温度につ

いては，設計外気温度の 29℃とした。 

・「a.」及び「b.」の条件に基づく熱負荷

（崩壊熱）を，第 3.2-1 表，第 3.2-2 表

及び第 3.2-3 表に示す。 

崩壊熱に関しては，ORIGEN2 コードに

て求めた。なお，評価に用いる解析コ一ド

の検証及び妥当性確認等の概要について

は，添付書類「Ⅴ-5-7 計算機プログラム

（解析コード）の概要・ＯＲＩＧＥＮ２」

に示す。 

（代替燃料プール注水系（注水ライン）の冷

却能力の評価） 

常設低圧代替注水系ポンプ，可搬型代

替注水中型ポンプ，可搬型代替注水大型

ポンプからの注水量が，使用済燃料プー

ルにおける重大事故に至るおそれがある

事故の想定事故 1 及び想定事故 2 に係

る有効性評価解析（原子炉設置変更許可

申請書添付書類十）において，有効性が確

認されている使用済燃料プールへの注水

流量を上回ることを確認する。 

（代替燃料プール注水系（可搬型スプレイ

ノズル）の冷却能力の評価） 

(1) 注水時 

可搬型代替注水大型ポンプからの注水

量が使用済燃料プールにおける重大事故

に至るおそれがある事故の想定事故 1 及

び想定事故 2 に係る有効性評価解析（原

子炉設置変更許可申請書添付書類十）に

おいて，有効性が確認されている使用済

燃料プールへの注水流量を上回ることを

確認する。 

(2) スプレイ時 

使用済燃料プール内での輻射や蒸気の

対流による伝熱を考慮し，使用済燃料プ

ール全体に，熱負荷（崩壊熱）による蒸発
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 41 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

量を上回るスプレイ水が入ることを確認

する。燃料損傷時にできる限り放射性物

質の放出を低減することについても，ス

プレイ量が熱負荷（崩壊熱）による蒸発量

を上回ることを確認する。 

使用済燃料プール全面に向けたスプレ

イに関しては，可搬型スプレイノズルの

噴射幅，首ふり角度を考慮したスプレイ

分布と，可搬型スプレイノズルの設置位

置，使用済燃料プール形状・寸法を比較し

て評価する。 

（代替燃料プール注水系（常設スプレイヘ

ッダ）の冷却能力の評価） 

(1) 注水時 

常設低圧代替注水系ポンプ，可搬型代

替注水大型ポンプからの注水量が使用済

燃料プールにおける重大事故に至るおそ

れがある事故の想定事故 1 及び想定事故

2 に係る有効性評価解析（原子炉設置変

更許可申請書添付書類十）において，有効

性が確認されている使用済燃料プールへ

の注水流量を上回ることを確認する。 

(2) スプレイ時 

使用済燃料プール内での輻射や蒸気の

対流による伝熱を考慮し，使用済燃料プ

ール全体に，熱負荷（崩壊熱）による蒸発

量を上回るスプレイ水が入ることを確認

する。燃料損傷時にできる限り放射性物

質の放出を低減することについても，ス

プレイ量が熱負荷（崩壊熱）による蒸発量

を上回ることを確認する。 

使用済燃料プール全面に向けたスプレ

イに関しては，常設スプレイヘッダの噴

射幅，噴射角度を考慮したスプレイ分布

と，常設スプレイヘッダの設置位置，使用
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 42 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

済燃料プール形状・寸法を比較して評価

する。 

 3.2.3 各貯蔵施設における崩壊熱除去に必要

な換気風量 

貯蔵施設の崩壊熱除去に用いる建屋排

気設備の必要な換気風量は第3.2.3-1表，

グローブボックス排気設備に必要な換気

風量は第 3.2.3-2 表に示す。 

なお，崩壊熱除去を含む建屋排気設備

又はグローブボックス排気設備における

換気風量の設定については「Ⅴ－１－４ 

放射性廃棄物の廃棄施設に関する説明

書」に示す。 

第 3.2.3-1 表 建屋排気設備に必要な換気風

量 

 
第 3.2.3-2 表 グローブボックス排気設備に

必要な換気風量 

 

3.3 評価結果 

a. 代替燃料プール注水系（注水ライン） 

「3.1 評価方法」の使用済燃料プー

ルにおける重大事故に至るおそれがあ

る事故の想定事故1 及び想定事故2 に

係る有効性評価解析（原子炉設置変更

許可申請書添付書類十）において，有効

性が確認されている使用済燃料プール

への注水流量は 50 m3/h であり，それ

ぞれ 1 台当たり 50 m3/h 以上＊の補

給能力を持つ常設低圧代替注水系ポン

プ，可搬型代替注水中型ポンプ，可搬型

代替注水大型ポンプを設置すること

で，この注水流量を上回る注水を確保

できる。 

なお，可搬型代替注水中型ポンプを

用いて注水する場合，可搬型代替注水

中型ポンプ 1 個では必要な流量に対し

揚程が不足することから，可搬型代替

注水中型ポンプ 2個を直列に接続し，1 

個目は水源（西側淡水貯水設備）からの

取水に使用することで 2 個目のポンプ

入口の静水頭を確保する。 

第 3.3-1 図，第 3.3-2 図及び第 3.3-

3 図にそれぞれのポンプを用いた注水

系統を示す。 

注記 ＊：工事計画書のうち，使用済燃

料プール注水時の各ポンプの容量とし

て記載している下限値。 

使用済燃料プールに接続する配管の

破断による水位低下に対しても，これ

らポンプからの注水が有効性の確認さ

れている使用済燃料プールへの注水流

 

MOX 燃料加工施設及び

発電炉固有の設備であ

り，それぞれの設備にお

ける評価結果であるた

め，新たな議論が生じる

ものではない。 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 43 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

量を上回り，放射線の遮蔽に必要な水

深を確保できる。 

b. 代替燃料プール注水系（可搬型スプレ

イノズル） 

(1) 注水時 

「3.1 評価方法」の使用済燃料プー

ルにおける重大事故に至るおそれがあ

る事故の想定事故1 及び想定事故2 に

係る有効性評価解析（原子炉設置変更

許可申請書添付書類十）において，有効

性が確認されている使用済燃料プール

への注水流量は 50 m3/h であり，1 台

当たり約 120 m3/h 以上の補給能力を

持つ可搬型代替注水大型ポンプを設置

することで，この注水流量を上回る注

水を確保できる。 

(2) スプレイ時 

「3.1 評価方法」の式で求めた使用

済燃料プールの蒸発量は，約 15.1 m3/h

であるが，メーカのスプレイ試験に基

づくスプレイ分布を可搬型スプレイノ

ズル 3 台の設置位置と使用済燃料プー

ル形状・寸法に照らし合わせた結果，可

搬型スプレイノズルから，蒸発量を上

回る約 120 m3/h を使用済燃料プール

内にスプレイできる。 

蒸発量を上回る量で使用済燃料プー

ル全面に向けてスプレイし，輻射や蒸

気の対流による伝熱により燃料体等か

ら崩壊熱を除去することで，燃料体等

の著しい損傷の進行を緩和する。蒸発

量を上回るスプレイは，浮遊する粒子

状の放射性物質を吸着し降下させる等

の効果により，放射性物質の放出を低

減する。 
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MOX 燃料加工施設－発電炉 記載比較 ( 44 / 46 ) 

【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
MOX 燃料加工施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

可搬型代替注水大型ポンプから可搬

型スプレイノズル 3 台を介して使用済

燃料プールへスプレイする系統を第

3.3-4 図に示す。 

第 3.3-1 表にスプレイ試験条件を，

第 3.3-5 図にスプレイ試験に基づくス

プレイ分布を，第 3.3-6 図及び第 3.3-

7 図に使用済燃料プールにおける可搬

型スプレイノズル 3 台の設置位置とス

プレイ分布を，第 3.3-2 表にスプレイ

流量を示す。 

第 3.3-7 図により使用済燃料プール

全体にスプレイすることが可能であ

る。c. 代替燃料プール注水系（常設ス

プレイヘッダ） 

(1) 注水時 

「3.1 評価方法」の使用済燃料プー

ルにおける重大事故に至るおそれがあ

る事故の想定事故1 及び想定事故2 に

係る有効性評価解析（原子炉設置変更

許可申請書添付書類十）において，有効

性が確認されている使用済燃料プール

への注水流量は 50 m3/h であり，1 台

当たり約 70 m3/h 以上の補給能力を持

つ常設低圧代替注水系ポンプ，可搬型

代替注水大型ポンプを設置すること

で，この注水流量を上回る注水を確保

できる。 

(2) スプレイ時 

「3.1 評価方法」の式で求めた使用

済燃料プールの蒸発量は，約 15.1 m3/h 

であるが，常設スプレイヘッダ設置位

置と使用済燃料プール形状・寸法に照

らし合わせた結果，常設スプレイヘッ

ダからのスプレイ量（約 70 m3/h）のう
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【Ⅴ－１－３ 核燃料物質の貯蔵施設に関する説明書】                  別紙４-１ 
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備 考 
基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

ち，蒸発量を上回る約 60 m3/h を使用

済燃料プール内にスプレイできる。 

蒸発量を上回る量で使用済燃料プー

ル全面に向けてスプレイし，輻射や蒸

気の対流による伝熱により燃料体等か

ら崩壊熱を除去することで，燃料体等

の著しい損傷の進行を緩和する。蒸発

量を上回るスプレイは，浮遊する粒子

状の放射性物質を吸着し降下させる等

の効果により，放射性物質の放出を低

減する。 

常設低圧代替注水系ポンプから常設

スプレイヘッダを介して使用済燃料プ

ールへスプレイする系統を第 3.3-8 図

に，可搬型代替注水大型ポンプから常

設スプレイヘッダを介して使用済燃料

プールへスプレイする系統を第 3.3-9 

図に示す。 

常設スプレイヘッダのノズル本数，

設置角度及びスプレイ流量を第 3.3-3 

表に，常設スプレイヘッダの設置位置

とスプレイ分布を第 3.3-10 図に示す。

第 3.3-10 図により使用済燃料プール

全体にスプレイすることが可能であ

る。 

 

  4.代替燃料プール冷却系 

代替燃料プール冷却系である代替燃料プ

ール冷却系ポンプ及び代替燃料プール冷却

系熱交換器は，設計基準対象施設である燃

料プール冷却浄化系が有する使用済燃料プ

ールの除熱機能が喪失した場合において

も，使用済燃料プールに保管されている燃

料の崩壊熱を除去できる設計とする（第 4-

1 図）。 

 

発電炉固有の設備及び

その設備における評価

結果の記載であり，新た

な議論が生じるもので

はない。 
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基本設計方針 添付書類 Ⅴ－１－３ 添付書類 Ⅴ－１－３－４ 

代替燃料プール冷却系熱交換器の容量

は，設計基準対象施設である使用済燃料プ

ール冷却浄化設備の冷却機能と同等とし，

約 2.31 MW で設計する。 

また，燃料プール水を冷却可能な容量と

して，1 個で約 124 m3/h を送水可能な代

替燃料プール冷却系ポンプを 1 個使用する

設計とする。 

代替燃料プール冷却系熱交換器及び代替

燃料プール冷却系ポンプの容量の根拠は，

各機器の容量設定根拠に記載する。 
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別紙 4-2 
 

 

 

設備別記載事項の設定根拠に関する

説明書(核燃料物質の貯蔵施設) 

[1 項新規] 
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Ⅴ－１－１－３－３ 

設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

(核燃料物質の貯蔵施設) 

i 

目   次                

ページ 

1. 概要 ...................................................................... 1 
2. 設備別記載事項の設定根拠に関する設定方針 .................................. 1 

2.1  運搬・製品容器 ......................................................... 1 
2.2  ラック/ピット/棚 ....................................................... 1 
2.3  搬送設備 ............................................................... 1 
2.4  核物質等取扱ボックス ................................................... 1 

 

別紙 1 核燃料物質の貯蔵施設の各仕様の設定根拠
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Ⅴ－１－１－３－３ 

設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

(核燃料物質の貯蔵施設) 

1 

1. 概要

本資料は，核燃料物質の貯蔵施設に属する設備・機器で仕様表に記載する事項が通常

運転時及び設計基準事故時に要求される状況で所要の機能を発揮するための設計条件

の設定根拠に関して説明する。 

2. 設備別記載事項の設定根拠に関する設定方針

核燃料物質の貯蔵施設に属する設備・機器についての機種ごとの仕様表記載事項の設

定根拠を以下に示す。また，設備・機器の各仕様に対する設定根拠を別紙 1に示す。 

2.1  運搬・製品容器 

(1) 容量の設定根拠

核燃料物質等を収納するために必要な容量を設定する。 ··············· 2.1(1)①

(2) 最高使用圧力の設定根拠

開放容器であることから大気圧を設定する。 ························· 2.1(2)①

(3) 最高使用温度の設定根拠

グローブボックス内の温度以上の最高使用温度とする。 ··············· 2.1(3)①

(4) 個数の設定根拠

MOX 燃料集合体の加工運転に必要な個数とする。 ······················ 2.1(4)①

2.2 ラック/ピット/棚

(1) 個数の設定根拠

MOX 燃料集合体の加工運転のために必要な個数とする。 ················ 2.2(1)①

2.3  搬送設備 

(1) 個数の設定根拠

MOX 燃料集合体の加工運転のための搬送に必要な個数とする。·········· 2.3(1)①

2.4  核物質等取扱ボックス 

(1) 個数の設定根拠

核燃料物質等を閉じ込めるために，核物質等取扱ボックス内に設置する装置を収納

できる個数とする。 ················································· 2.4(1)① 
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Ⅴ－１－１－３－３ 

設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

(核燃料物質の貯蔵施設) 

別紙 1 

1 

 

核燃料物質の貯蔵施設の各仕様の設定根拠 

2.1 運搬・製品容器 

設備名称 仕様表仕様 根拠 

容器(先行試験ポット) 

容量 2 ㎏・MOX 必要な容量 2 ㎏・MOX 2.1(1)① 

最高使用圧力 大気圧 開放容器の圧力 大気圧 2.1(2)① 

最高使用温度 60℃ 
グローブボックス

内の環境温度＊ 
40℃ 2.1(3)① 

個数 2 必要な個数 2 2.1(4)① 

容器(CS・RS 回収ポット) 

容量 2 ㎏・MOX 必要な容量 2 ㎏・MOX 2.1(1)① 

最高使用圧力 大気圧 開放容器の圧力 大気圧 2.1(2)① 

最高使用温度 60℃ 
グローブボックス

内の環境温度＊ 
40℃ 2.1(3)① 

個数 10 必要な個数 10 2.1(4)① 

注記 *：グローブボックス内の環境温度は，「Ⅴ－１－４－１ 安全機能を有する施設が 

使用される条件の下における健全性に関する説明書」の「3.2(2)b. 環境温度及 

び湿度による影響」による。 
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別紙 1 

2 

 

2.2 ラック/ピット/棚 

設備名称 仕様表仕様 根拠 

原料 MOX 粉末缶一時保管装置(PA0122-M-

01110) 
個数 1 必要な個数 1 2.2(1)① 

ウラン貯蔵棚(PA0114-M-02111,-02121) 個数 2 必要な個数 2 2.2(1)① 

燃料集合体貯蔵チャンネル(PA0155-M-10000) 個数 220 必要な個数 220 2.2(1)① 
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別紙 1 

3 

 

2.3 搬送設備 

設備名称 仕様表仕様 根拠 

原料 MOX 粉末缶一時保管搬送装置(PA0122-M-

01100) 
個数 1 

必要な 

個数 
1 2.3(1)① 

ウラン燃料棒収容装置(PA0148-M-30000) 個数 1 
必要な 

個数 
1 2.3(1)① 
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設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

(核燃料物質の貯蔵施設) 

別紙 1 

4 

 

2.4 核物質等取扱ボックス 

設備名称 仕様表仕様 根拠 

原料 MOX 粉末缶一時保管装置グローブボック

ス(PA0122-B-01700) 
個数 1 

収納できる 

個数 
1 2.4(1)① 
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設備別記載事項の設定根拠に関する

説明書(核燃料物質の貯蔵施設) 

[2 項新規] 
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i 
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別紙 1 核燃料物質の貯蔵施設の各仕様の設定根拠
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Ⅴ－１－１－３－３ 

設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

(核燃料物質の貯蔵設備) 

1 

1. 概要

本資料は，核燃料物質の貯蔵施設に属する設備・機器で仕様表に記載する事項が通常

運転時及び設計基準事故時に要求される状況で所要の機能を発揮するための設計条件

の設定根拠に関して説明する。 

2. 設備別記載事項の設定根拠に関する設定方針

核燃料物質の貯蔵施設に属する設備・機器についての機種ごとの仕様表記載事項の設

定根拠を以下に示す。また，設備・機器の各仕様に対する設定根拠を別紙 1に示す。 

2.1  運搬・製品容器 

(1) 容量の設定根拠

核燃料物質等を収納した容器を 9 缶積載した場合に必要な容量を設定する。

··································································· 2.1(1)①

(2) 最高使用圧力の設定根拠

開放容器であることから大気圧を設定する。 ························· 2.1(2)①

(3) 最高使用温度の設定根拠

グローブボックス内の温度以上の最高使用温度とする。 ··············· 2.1(3)①

(4) 個数の設定根拠

MOX 燃料集合体の加工運転に必要な個数とする。 ······················ 2.1(4)①
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1 

 

核燃料物質の貯蔵施設の各仕様の設定根拠 

2.1  運搬・製品容器 

設備名称 仕様表仕様 根拠 

9 缶バスケット 

容量 70.2 ㎏ 容量 70.2 ㎏ 2.1(1)① 

最高使用圧力 大気圧 開放容器の圧力 大気圧 2.1(2)① 

最高使用温度 60℃ 
グローブボックス

内の最高温度＊ 
60℃ 2.1(3)① 

個数 1 必要な個数 1 2.1(4)① 

注記 *：グローブボックス内の環境温度は，「Ⅴ－１－４－１ 安全機能を有する施設が 

使用される条件の下における健全性に関する説明書」の「3.2(2)b. 環境温度及 

び湿度による影響」による。 
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設備別記載事項の設定根拠に関する

説明書(その他基本設計方針設備） 
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ⅰ 
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Ⅴ－１－１－３－６－２ 

設定根拠に関する説明書 

 

1 

1. 概要 

本資料は，基本設計方針対象設備に属する設備・機器で通常運転時及び重大事故時に

要求される状況で所要の機能を発揮するための設計条件の設定根拠に関して説明する。 

 

2. 設備別記載事項の設定根拠に関する設定方針 

基本設計方針対象設備に属する設備・機器について記載事項の設定根拠を以下に示す。

また，設備・機器の各仕様に対する設定根拠を別紙 1 に示す。 

 

2.1  基本設計方針対象設備 

(1) 個数の設定根拠 

MOX 燃料集合体の加工運転に必要な個数とする。 ······················ 2.1(1)① 

核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失が発生した場合において，グローブボックス 

排気設備及び工程室排気設備の流路を遮断することで，火災の影響によりグローブボ

ックス内及び工程室内の気相中に移行した MOX 粉末が，外部へ放出されることを可能

な限り防止するために必要な個数とする。 ····························· 2.1(1)② 
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